
様式第1号（第7条関係）
民間非木造住宅耐震改修促進事業補助金交付事前相談書

　年　　月　　日

住宅都市局耐震化支援課　あて

申請者
〒　　

住所　　　　　　　　　　　　

氏名　　　　　　　　　　　　

(法人その他の団体の場合は、所在地、名称、代表者氏名)　　　　　　　　　　　　　　　

電話　　　　　　　　　　　　　　　

下記住宅の耐震改修促進事業費補助を受けたいので、必要書類を添えて事前相談を申し込みます。

記

	建物名称
	

	所在地
	　名古屋市　　　区

	形態
	（　戸建住宅 ・ 長　　屋 ・ 共同住宅 ・ マンション　）

	
	権利関係者の有無（　区分所有者 ・ 共有者 ・ 賃借人　）

	住宅戸数
	　　　  戸

	構造
	（　鉄筋コンクリート造・鉄骨造・鉄骨鉄筋コンクリート造・その他　）

	階数
	地上　　 階、 地下　　 階

	面積
	延べ面積　　　　　　　　㎡、　住宅部分面積　　　　　　　　㎡

	建築時期
	昭和　　　年　　　月　（　着工　・　完成　）

	備考




※（　　）内は、該当するものに○をつけて下さい。
（第1面）
様式第2号（第8条関係）
民間非木造住宅耐震改修促進事業補助金交付申請書
                                                           　　　    年    月    日
（宛先）名古屋市長               
申請者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〒
住所
(フリガナ　　　　　　　　　　　　　　　　　　)

氏名　　　　　　　　　　　　　　　
生年月日
(法人その他の団体の場合は、所在地、名称、代表者氏名及び生年月日)
電　話　　（     ）
名古屋市民間非木造住宅耐震改修促進事業補助金交付要綱第8条の規定により、下記のように補助金の交付を受けたいので、関係書類を添えて次のとおり申請します。
この申請書及び添付書類に記載の事項は、事実に相違ありません。
記
	補助対象事業
	□耐震診断

	
	□耐震改修設計

	
	□耐震改修工事　　　　□工事監理
□段階的耐震改修工事（□1段階目、□2段階目）

	補助事業の着手予定日
	年     月     日

	補助事業の完了予定日
	年     月     日

	補助対象経費の額
	円

	交付申請額
	円


(注)1補助対象経費の額は、補助対象住宅の補助対象事業に要する経費で、見積額から補助対象外の費用を減じた額（補助対象外がない場合は見積額）です。
補助対象経費の額は、確定申告の際に交付申請額に係る消費税（地方消費税を含む。以下同じ。）に相当する額を、仕入れに係る消費税額として税務署に納める消費税額から控除する場合には、当該消費税に相当する額を減額した額とします。
(注)2 名古屋市民間非木造住宅耐震改修促進事業補助金交付要綱第4条第4号又は第5号に規定する者に該当しないときは、補助金を交付しません。また、交付決定後にその旨が判明したときは、交付決定を取り消し、又は補助金の返還を求めることがあります。上記事由を確認する必要がある場合には、本申請書に記載されている情報を愛知県警察本部に照会することがあります。
（第２面）
　補助対象住宅の概要
	建物名称
	

	所在地
	名古屋市　　　区

	形　　態
	（　戸建住宅 ・ 長屋 ・ 共同住宅・マンション　）　　

	
	権利関係者の有無（ 　区分所有者 ・ 共有者 ・ 賃借人　）

	住宅戸数
	　　　　戸　

	構　　造
	（　鉄筋コンクリート造・鉄骨造・鉄骨鉄筋コンクリート造・その他　）

	
	（　耐火建築物　・　準耐火建築物　・　その他　）


	階　　数
	地上　　階、地下　　階

	面　　積
	延べ面積　　　　　　　　　　　　㎡

	
	住宅部分の面積　　　　　　　　　㎡

	
	住宅以外の面積　　　　　　　　　㎡

	建築時期
	昭和　　　　年　　　　月（　着工　・　完成　）

	備　　考
	


※（　　）内は、該当するものに○をつけて下さい。
　契約者・建築士名等

	建設会社名
	

	役職・代表者氏名
	

	所在地
	〒

	電話番号
	（　　　　）

	建設業の許可
	(　　　)第　　　　　　号

	建築事務所名
	

	役職・代表者氏名
	

	所在地
	〒

	電話番号
	　　　　（　　　　）

	事務所登録番号
及び登録年月日
	知事登録番号第（　－　）　　　　　　号
年　　月　　日登録

	建築士氏名
	

	建築士登録番号
	　　　　級建築士　　　第　　　　　　号


（第1面）
様式第3号（第8条、第13条関係）
申請書別紙
1　建築物及び敷地に関する事項 
	敷地面積
	　　　　　　　　　㎡

	用途地域
	
	 防火地域    
	□防火　□準防火　□指定無

	指定容積率
	　　　　　　　　％
	道路幅員
	                ｍ

	建築面積
	               　㎡
	

	履歴
	建築確認
	□新築　年　月　日付第　　　号
	□増築等　年　月　日付第 　  号

	
	検査済証
	年　月　日付第　　　号
	年　月　日付第　　 号


2　事業全体の資金計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）消費税を含む
	項               目
	全体金額
	(　　)年度
	(　　)年度
	(　　)年度
	備　　考

	支
出

	①耐震改修設計費
	
	
	
	
	

	
	②工事監理費
	
	
	
	
	

	
	③耐震改修工事費
	
	
	
	
	

	
	④借　入  金　利　子
	
	
	
	
	

	
	⑤事      務      費
	
	
	
	
	

	
	⑥その他(           )
	
	
	
	
	

	
	①～⑥    合     計
	
	
	
	
	

	収
入

	①補      助      金
	
	
	
	
	

	
	②権利者自己負担金
	
	
	
	
	

	
	③借      入      金
	
	
	
	
	

	
	④そ      の      他
	
	
	
	
	

	
	①～④    合    　計
	
	
	
	
	　　　


（第2面）
3　非木造住宅の耐震事業の内容

（1） 耐震事業の要件

	耐震改修促進法の認定
	認定申請予定日　　　　年　　月　　日　

	建築基準法の確認申請
	確認申請予定日　　　　年　　月　　日

	評　　定
	 予定評定機関　　　　　　　　　　評定申請予定日　　年　　月　　日

	その他特記事項
	


（2） 耐震事業の内容  

	柱･壁等の改修
	部　　位
	箇所数等
	補強・増設･改善等の概要

	
	   補　　強


	　□柱

  □壁

  □梁

  □その他

（        ）
	       本

       ｍ

       本


	

	
	   増　　設


	  □柱

  □壁

  □梁

  □その他

（        ）
	       本

       ｍ

       本


	

	構造耐力上主要

な部分の改修
	 配置の状況           
	

	
	 靭性を持つための措置
	

	
	 接合部の措置  
	

	
	 基礎の状況
	

	
	 錆止め、防腐、防蟻

 のための措置
	

	
	 その他
	

	非構造体､建築設備等の改修(支持構造部との緊結方法)
	屋根葺き材等、 屋上水槽、煙突、給水･排水等の配管設備、冷却塔設備
	

	エレベーター

の補強
	               箇所
	


	その他
	
	


（第3面）
4　事業工程表      　　事業の着手の予定年月日   　　　　年　　月　　日
                       事業の完了の予定年月日   　　　　年　　月　　日
	
	年度
	　　　　　年度
	年度

	
	４
	６
	8
	10
	12
	2
	4
	6
	8
	10
	12
	2
	4
	6
	8
	10
	12
	2

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


　　  事業全体について、棒状で表してください。
5　耐震改修事業に関する経費算出内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	　　　　　　　　　　　　　　　項　　　目
	全体金額
	　年度
	年度
	年度

	耐震

改修

設計
	当該事業に要する経費
	　
	
	―
	―

	
	補助対象経費
	　
	
	―
	―

	
	補助金 a
	　
	
	―
	―

	工事

監理
	当該事業に要する経費
	　
	　
	　
	　

	
	補助対象経費
	　
	　
	　
	　

	
	補助金 b
	　
	　
	　
	　

	耐震

改修

工事
	当該事業に要する経費
	　
	　
	　
	　

	
	補助対象経費
	　
	　
	　
	　

	
	補助金 c
	　
	　
	　
	　

	補助金合計  a+b+c
	　
	　
	　
	　

	今回（予定）交付申請　d
	　
	　
	　
	　

	既交付決定  e
	　
	　
	　
	　

	合計  d+e
	　
	　
	　
	　

	変更後合計(変更増△減額)
	　
	　
	　
	　


（注１）変更申請の場合には、変更前の記載内容を上段（　）書きすること。

（注2）経費内訳については、別紙記載とし添付すること。
（第4面）
6　耐震改修工事費の内訳
耐震改修工事の場合
	（A）補助対象耐震改修工事費×※
	円

	（B）建築延べ面積×事業費限度額単価×※
	円

	（C）住宅戸数×住宅1戸あたり単価
	円

	（D）補助金額＝ A,B,Cのうち最も低い金額
	千円

	事業費限度額単価
（　）内はＩs（構造耐震指標）の値が0.3未満相当である場合
	マンション 50,200(55,200)円／㎡
戸建住宅・長屋・共同住宅（マンションを除く）
34,100円／㎡

	住宅1戸あたり単価
	　　　　　　　　　　　　 　戸建住宅600,000円／戸
　　　　　　　　　　　　 マンション 500,000円／戸
　長屋・共同住宅（マンションを除く）300,000円／戸


　
段階的耐震改修工事（1段階目）の場合
	（A）補助対象耐震改修工事費×※
	円

	（B）建築延べ面積×事業費限度額単価
×※×2/5
	円

	（C）住宅戸数×住宅1戸あたり単価
	円

	（D）補助金額＝ A,B,Cのうち最も低い金額
	千円

	事業費限度額単価
	マンション55,200円／㎡
戸建住宅・長屋・共同住宅（マンションを除く）
34,100円／㎡

	住宅1戸あたり単価
	　　　　　　　　　　　　戸建住宅250,000円／戸
　　　　　　　　　　　 マンション 200,000円／戸
長屋・共同住宅（マンションを除く）120,000円／戸


段階的耐震改修工事（2段階目）の場合
	（A）補助対象耐震改修工事費×※
	円

	（B）建築延べ面積×事業費限度額単価
×※
	円

	（C）住宅戸数×住宅1戸あたり単価
	円

	（D）B,Cのうち低い金額から1段階目の補助金を引いた金額
	円

	（E）補助金額＝ A,Dのうち低い金額
	千円

	事業費限度額単価
	マンション 55,200円／㎡
戸建住宅・長屋・共同住宅（マンションを除く）
34,100円／㎡

	住宅1戸あたり単価
	　　　　　　　　　　　 　戸建住宅600,000円／戸
　　　　　　　　　　　 マンション 500,000円／戸
長屋・共同住宅（マンションを除く）300,000円／戸


· マンションの場合1/3、戸建住宅、長屋及び共同住宅の場合0.23
様式第5号（第10条関係）

民間非木造住宅耐震改修促進事業着手届
                                                           　　　    年    月    日

（宛先）名古屋市長               
申請者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〒
住所
氏名　　　　　　　　　　　　　　　
(法人その他の団体の場合は、所在地、名称、代表者氏名)
電　話　　（     ）
　　年　　月　　日付け　　　　　　　－　　　号　　により交付決定通知のありました名古屋市民間非木造住宅耐震改修促進事業について、下記のとおり着手しましたので、届け出ます。
記

	補助対象事業
	□耐震診断　

	
	□耐震改修設計

	
	□耐震改修工事　　　　□工事監理
□段階的耐震改修工事（□1段階目、□2段階目）

	建物名称
	

	所在地
	　名古屋市　　　区

	着手日
	

	完了予定日
	


様式第6号（第12条関係）

民間非木造住宅耐震改修促進事業中間検査申請書
                                                           　　　    年    月    日

（宛先）名古屋市長               
申請者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〒
住所
氏名　　　　　　　　　　　　　　　
(法人その他の団体の場合は、所在地、名称、代表者氏名)
電　話　　　（     ）
　　年　　月　　日付け　　　　　　　－　　　号　　により交付決定通知のありました名古屋市民間非木造住宅耐震改修促進事業について、下記のとおり中間検査を受けたいので、関係書類を添えて申請します。
記

	補助対象事業
	□耐震改修工事　
□段階的耐震改修工事（□1段階目、□2段階目）

	建物名称
	

	所在地
	　名古屋市　　　区

	検査内容
	

	検査予定日時
	年　　　月　　　日　　　午前・午後　　時　　分　


様式第7号（第13条関係）
民間非木造住宅耐震改修促進事業補助金交付変更申請書
　年　　月　　日

（宛先）名古屋市長

　

申請者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〒
住所
（フリガナ）
氏名　　　　　　　　　　　　　　　
(法人その他の団体の場合は、所在地、名称、代表者氏名)
電　話　　　（　　　）
　　年　　月　　日付け　　　　　　　－　　　号　　により交付決定通知のありました名古屋市民間非木造住宅耐震改修促進事業について、下記のとおり、内容を変更したいので、関係書類を添えて提出します。
記

	補助対象事業
	□耐震診断　

	
	□耐震改修設計　

	
	□耐震改修工事　　　　□工事監理
□段階的耐震改修工事（□1段階目、□2段階目）

	建物名称
	

	所在地
	　名古屋市　　　区

	変更の理由
	

	変更の場合
その内容
	

	補助金交付
申請額
	（交付決定額　　　　　　　　　　　　　　　）

交付変更申請額


様式第8号（第13条関係）
民間非木造住宅耐震改修促進事業補助金交付変更届
　年　　月　　日

（宛先）名古屋市長

　

申請者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〒
住所
（フリガナ）
氏名　　　　　　　　　　　　　　　

(法人その他の団体の場合は、所在地、名称、代表者氏名)
電　話　　　（　　　）
　　年　　月　　日付け　　　　　　　－　　　号　　により交付決定通知のありました名古屋市民間非木造住宅耐震改修促進事業について、下記のとおり、内容を変更したいので、関係書類を添えて提出します。

記

	補助対象事業
	□耐震診断　　

	
	□耐震改修設計

	
	□耐震改修工事　　　　□工事監理
□段階的耐震改修工事（□1段階目、□2段階目）

	所在地
	　名古屋市　　　区

	変更の理由
	

	変更の場合
その内容
	


様式第10号（第14条関係）
民間非木造住宅耐震改修促進事業補助金交付申請取下届
　年　月　日

（宛先）名古屋市長

　

申請者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〒
住所
氏名　　　　　　　　　　　　　　　
(法人その他の団体の場合は、所在地、名称、代表者氏名)
電　話　　　（　　　）
　　年　　月　　日付け　　　　　　　－　　　号　　により交付決定通知のありました名古屋市民間非木造住宅耐震改修促進事業について、下記のとおり申請の取り下げをしたいので届け出ます。

記

	補助対象事業
	□耐震診断　　

	
	□耐震改修設計　

	
	□耐震改修工事　　　　□工事監理
□段階的耐震改修工事（□1段階目、□2段階目）

	建物名称
	

	所在地
	　名古屋市　　　区

	取下げの理由
	


様式第11号（第16条関係）
民間非木造住宅耐震改修促進事業完了実績報告書
                                                           　　　    年    月    日

（宛先）名古屋市長               
申請者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〒
住所
氏名　　　　　　　　　　　　　　　
(法人その他の団体の場合は、所在地、名称、代表者氏名)
電　話　　　（     ）
　　年　　月　　日付け　　　　　－　　号　　により交付決定通知のありました名古屋市民間非木造住宅耐震改修促進事業について、下記のとおり完了しましたので、関係書類を添えて報告します。

記

	補助対象事業
	□耐震診断　

	
	□耐震改修設計

	
	□耐震改修工事　　　　□工事監理
□段階的耐震改修工事（□1段階目、□2段階目）

	建物名称
	

	所在地
	名古屋市　　　区

	完了年月日
	　　　年　　　月　　　日


工事完了の確認
耐震改修工事計画に基づき、施工されていることを確認しました。
資　格　（　　）建築士　　　（　　　）登録第　　　　　　　号
氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　 　　 

会社名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

（　　　）建築士事務所（　　　　　）知事登録第（　　－　　）　　　　　　号
様式第11号の2（第16条関係）

民間非木造住宅耐震改修促進事業年度終了実績報告書

                                                           　　　    年    月    日

（宛先）名古屋市長               
申請者

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〒

住所

氏名　　　　　　　　　　　　　　　

(法人その他の団体の場合は、所在地、名称、代表者氏名)
電　話　　　（     ）
年　　月　　日付け　　　　　－　　号　　により交付決定通知のありました名古屋市民間非木造住宅耐震改修促進事業について、下記のとおり終了しましたので、関係書類を添えて報告します。

記

	補助対象事業
	□耐震改修設計 

	
	□耐震改修工事　　　　□工事監理
□段階的耐震改修工事（□1段階目、□2段階目）

	建物名称
	

	所在地
	　名古屋市　　区

	終了年月日
	　　　年　　　月　　　日　　


耐震改修工事の年度終了の確認

耐震改修工事計画に基づき、施工されていることを確認しました。

資　格　（　　　　）建築士　　（　　　　）登録第　　　        　　　　号

氏　名　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　 

会社名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 

（　　 　）建築士事務所（　　　 　　）知事登録第（　　－　　）　  　　号

様式第12号（第16条関係）
民間非木造住宅耐震診断結果報告概要書
	建物概要
	名称
	

	
	用途・形態
	（　戸建住宅・ 長屋 ・ 共同住宅・マンション　）
住宅戸数　　　戸

	
	構造
	

	
	規模
	地上　　階、地下　　階、延べ面積　　　　　　㎡

	
	建築時期
	昭和　　　　年　　　　月（ 着工 ・ 完成 ）

	構造部材強度
	

	耐震診断の方針
	

	建築物の性質
	

	診断結果の概要
	

	総合所見
	


　耐震診断内容の確認
耐震診断の内容は、妥当であると判断しました。
建築士氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
資　格　　　（　　　）建築士　　　　（　　　　）登録第　　　　　　　　　　　号　
耐震診断者（契約者）氏名                                          　　　　　 　
建築士事務所名（　　　　　）事務所　（　　　　）知事登録第（　－　）　　　　号  

　建設業許可　　（　　　　　　）第　　　　　　　号                                

様式第14号（第19条関係）
補助金交付請求書
　　年　　月　　日
（宛先）名古屋市長
　

（申請者）　住所　〒　　　　　　　　　　　　

氏名（代表者氏名）　　　　　　　　　
(法人その他の団体の場合は、所在地、名称、代表者氏名)
名古屋市民間非木造住宅耐震改修促進事業補助金交付要綱第19条第1項の規定に基づき、下記のとおり補助金の交付を請求します。
記
	建物名称
	

	所在地
	　名古屋市　　　区


支払請求額　
	金　　額
	千
	百
	十
	万
	千
	百
	十
	円



振込先
	振　込　先　金　融　機　関
	金融機関名
	　　　　　　　　銀行　　　　　　本店(出張所)

	
	
	　　　　　　　　金庫　　　　　　支店

	
	
	　　　　　　　　農協　　　　　　支所

	
	預金の種類
	普通 ・ 当座 　(該当を〇で囲む。)

	
	口座番号
	
	
	
	
	
	
	

	
	フリガナ
	

	
	口座名義人
	


様式第15号（第20条関係）
民間非木造住宅耐震改修促進事業地位承継届

年　　月　　日

（宛先）名古屋市長

申請者

〒
住所
氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　
（法人その他の団体の場合は、所在地、名称及び代表者氏名）
電話　　　（　　　）
　年　　月　　日付け　　　　　　　－　　　号　　により交付決定通知のありました名古屋市民間非木造住宅耐震改修促進事業補助金の交付に係る地位を、下記のとおり承継したいので、関係書類を添えて提出します。

記
	建物名称
	

	所在地
	　名古屋市　　　区

	申請者
	変更前
	〒
住所
氏名
（法人その他の団体の場合は、所在地、名称及び代表者氏名）
電話　　　（　　　）

	
	変更後
	〒
住所
（フリガナ）
氏名
生年月日
（法人その他の団体の場合は、所在地、名称、代表者氏名及び生年月日）
電話　　　（　　　）

	承継の理由
	

	承継の年月日
	年　　月　　日


※添付書類
　　地位を承継する者であることを証する書類様式第1号（第7条関係）
項目





年度





０





０





０
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